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当社子会社であるティーエルロジコム株式会社による 

ビクターロジスティクス株式会社の株式取得に関する 

基本合意書締結のお知らせ 

当社は、平成 21 年 12 月 15 日開催の取締役会において、当社子会社であるティーエルロジコム

株式会社（以下「ティーエルロジコム」）が、ビクターロジスティクス株式会社（以下「ビクター

ロジスティクス」）の株式を取得することに関して、ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式

会社（以下「ＪＶＣ・ケンウッド」）の子会社である日本ビクター株式会社（以下「日本ビクター」）

との間で株式譲渡に関する基本合意書を締結することを決議いたしましたので、下記のとおりお

知らせいたします。 

記 

１．株式取得の理由 

ＳＢＳグループは、物流事業の主要子会社であるティーエルロジコムを中心に企業の物流業

務を包括的に受託し、最適な物流システムを構築、ご提供する物流アウトソーシングサービス

（３ＰＬ）を幅広い業種のお客様に提供しております。 

一方、ビクターロジスティクスは、ＪＶＣ・ケンウッドグループのオーディオ・ビジュアル

機器大手の日本ビクターの物流子会社として同社の国内物流業務全般を担っております。 

この度、ティーエルロジコムは、日本ビクターよりビクターロジスティクスの株式を譲り受

けることについて基本合意書を締結いたしました。これにより、日本ビクターの物流業務を受

託するとともに、メーカー系物流分野が一層強化されることで、お客様の広範な物流アウトソ

ーシングニーズに対応することが可能となります。 

２．異動の方法 

今後の協議により決定いたします。決定に至った場合には、速やかに開示いたします。 



３．ビクターロジスティクス株式会社の概要（平成 21 年 9 月 30 日現在） 

（1）名称 ビクターロジスティクス株式会社 
（2）所在地 神奈川県横浜市神奈川区出田町 1-1 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 吉瀬 文隆 
（4）事業内容 倉庫業、貨物自動車運送業、貨物自動車運送取扱事業など 
（5）資本金の額 300 百万円 
（6）設立年月日 平成 9 年（1997 年）10 月 1 日 
（7）大株主及び持株比率 日本ビクター株式会社 100％ 

（8）当社との関係 
資本関係および人的関係、取引関係はこれまで特にありません。ま

た、関連当事者への該当状況もございません。 

４．株式の取得先（平成 21 年 9 月 30 日現在） 

（1）名称 日本ビクター株式会社 
（2）所在地 神奈川県横浜市神奈川区守屋町 3 丁目 12 番地 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役 河原 春郎 
（4）事業内容 オーディオ、ビジュアル機器などの研究・開発、製造、販売 
（5）資本金の額 516 億 1500 万円 
（6）設立年月日 昭和 2 年（1927 年）9 月 13 日 
（7）純資産 659 億 58 百万円 
（8）総資産 2,380 億 9 百万円 
（9）大株主及び持株比率 ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社 100% 

（10）当社との関係 
資本関係および人的関係、取引関係はこれまで特にありません。ま

た、関連当事者への該当状況もございません。 

５．株式取得会社（当社子会社）の概要（平成 21 年 9 月 30 日現在） 

（1）名称 ティーエルロジコム株式会社 
（2）所在地 東京都墨田区太平四丁目 1 番 3 号 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鎌田 正彦 
（4）事業内容 運送事業・倉庫業・不動産賃貸管理業 
（5）資本金の額 28 億 46 百万円 
（6）設立年月日 昭和 15 年（1940 年）1 月 26 日 
（7）大株主及び持株比率 ＳＢＳホールディングス株式会社 100% 

（8）当社との関係 

資本関係：100％出資 
人的関係：役員の兼任 2 名 
取引関係：該当事項はありません 
関連当事者への該当状況：該当事項はありません 

 



６．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

今後の協議により決定いたします。決定に至った場合には、速やかに開示いたします。 

７．日程 

平成 21 年 12 月 15 日  基本合意書締結 

平成 22 年 2 月 28 日 株式譲渡（予定） 

８．今後の見通し 

(1) 今後、最終合意に向け、譲渡価額等の協議を進めてまいります。合意に至った場合には、

速やかに開示いたします。 

(2) 本件における当期以降の連結業績に与える影響は軽微であります。 

以上 


